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１．統一的な基準について

(1) はじめに
平成27年1月23日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（総務大臣通達）により、すべての地方公共団体は、固定資産台帳の整備と複式簿記による発生主義会計を導入した財務書類の作成をすることとなりました。
蓬田村では、総務省の要請により平成27年度決算迄は「総務省方式改訂モデル」で財務書類を作成していましたが、平成28年度決算から統一的な基準による財務書類を作成することとしました。

(2) 財務書類作成の基本的前提
1 財務書類の作成基礎
貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成27年1月23日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により作成しています。
2 対象会計範囲
対象となる会計及び連結団体は下記のとおりです。
[image: ]

3 対象年度
対象年度は平成28年度とし、平成29年3月31日を基準日としています。
4 表示単位
金額は百万円単位（又は千円単位）で表示しています。表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。また、単位未満の計数があるときは「0」を表示し、計数がないときは「-」を表示しています。

(3) 財務書類の体系
[image: ]
・貸借対照表とは、年度末時点における資産・負債の金額を表示したもので、財政状態を明らかにしています。
・現金預金は、資金収支計算書の年度末残高と一致します。
・純資産は、純資産変動計算書の本年度末残高と一致します。








・行政コスト計算書とは、会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもので、企業会計の損益計算書に相当します。
・純行政コストは、純資産変動計算書の中にも表れます。






・純資産変動計算書は、会計期間中の純資産の変動を表示したものです。
・本年度末残高は、貸借対照表の純資産残高と一致します。





・資金収支計算書は、一会計期間中の現金の受払いを3つの活動区分で表示したもので、どのような要因で現金預金が増減したのかを明らかにしています。
・本年度末残高は、貸借対照表の現金預金と一致します。













２．一般会計等財務書類

(1) 貸借対照表
1 概要

[image: ]

平成28年度決算では、資産合計が12,418百万円、負債合計が2,178百万円、純資産合計が10,240百万円となりました。
資産の部について、固定資産が11,162百万円となり、このうち土地や建物等で構成される有形固定資産が10,238百万円で大半を占めています。また、公営企業や第三セクター等に対する出資金・出捐金、基金等から構成される投資その他の資産が923百万円となりました。
流動資産は1,256百万円で、現金預金、財政調整基金・減債基金、未収金等で構成されています。
負債の部では、借入金である1年内償還予定地方債も含めた地方債が1,784百万円となり、これらは将来返済していく必要があります。また、退職手当引当金と賞与等引当金は、職員に対して将来見込まれる費用を現時点で見積もったもので、それぞれ362百万円、26百万円となりました。


2 有形固定資産
貸借対照表の資産の中で最も金額が大きく、かつ、自治体の政策方針が反映されやすいのが有形固定資産です。以下に科目別と行政目的別の内訳を表示します。
[image: ]
有形固定資産は、事業用資産、インフラ資産及び物品の3つに区分されます。
事業用資産とは、庁舎、小中学校、公民館、観光施設等のことをいい、インフラ資産とは、橋梁、道路、公園等のことをいいます。
科目別の内訳をみると、インフラ資産の建物、工作物等が6,414百万円と最も大きくなりました。

[image: ]
有形固定資産を行政目的別にみると、橋梁、道路等の生活インフラ・国土保全が6,452百万円と最も大きく、次いで産業振興が1,921百万円となりました。


3 経年比較
貸借対照表の経年比較を下記に表示します。
前年度の統一的な基準による財務書類は未作成のため、開始時（平成28年度期首）の数字と比較しています。
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資産の部では、有形固定資産が250百万円の減少となり、基金が財政調整基金等の積立により155百万円の増加となりました。その結果、資産合計が98百万円の減少となりました。
負債の部では、1年以内償還予定地方債も含めた地方債が91百万円の減少、退職手当引当金が61百万円の減少となりました。その結果、負債合計が155百万円の減少となりました。
純資産の部では、純資産合計が56百万円の増加となりました。


4 経年比較（有形固定資産）
貸借対照表の資産の部の大半をしめる有形固定資産について、経年比較を下記に表示します。
[image: ]

増減の内訳のうち、増加項目である新規取得等をみると、金額の大きい方から、事業用資産の建物が159百万円、インフラ資産の建設仮勘定が49百万円、物品が32百万円、インフラ資産の土地が7百万円となりました。事業用資産の建物の金額が最も大きいのは、村営住宅よもっと団地の建設があったためで、建設仮勘定の金額が大きいのは、村道4-3-24号線道路の工事等があったためです。
減少項目である減価償却をみると、金額の大きい方から、インフラ資産の工作物が△305百万円、事業用資産の建物が△174百万円、物品が△9百万円となりました。


5 住民一人当たり
貸借対照表では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額を住民一人当たりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。
貸借対照表の各項目を住民基本台帳人口（平成29年4月1日）の2,899人で除したものを下記に表示します。
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住民一人当たりの資産合計は428万4千円、負債合計は75万1千円、純資産合計は353万2千円となりました。


(2) 行政コスト計算書
1 概要
[image: ]
平成28年度決算では、経常費用が2,194百万円、経常収益が70百万円、純経常行政コストが2,125百万円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは2,115百万円となりました。
[image: ]
経常費用の内訳をみると、経常費用総額2,194百万円のうち、最も金額が大きいのは物件費等で939百万円、次いで補助金等が413百万円、人件費が370百万円となりました。


2 住民一人当たり
　行政コスト計算書では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額を住民一人当たりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。
行政コスト計算書の各項目を住民基本台帳人口（平成29年4月1日）の人で除したものを下記に表示します。
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住民一人当たりの経常費用は75万7千円、経常収益は2万4千円、純経常行政コストは73万3千円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは73万となりました。


(3) 純資産変動計算書
[image: ]
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平成28年度決算では、純行政コストが△2,115百万円、税収等が1,695百万円、国県等補助金が476百万円、本年度差額が56百万円となった結果、本年度純資産残高が10,240百万円となりました。
固定資産等の変動（内部変動）の内訳では、有形固定資産の新規取得等に伴う内部変動として固定資産等形成分が151百万円の増加、有形固定資産の減価償却等の減少に伴う内部変動として固定資産等形成分が497百万円の減少となりました。


(4) 資金収支計算書
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平成28年度決算では、業務活動収支が480百万円、投資活動収支が△365百万円、財務活動収支が△91百万円となり、本年度資金収支差額は24百万円となりました。その結果、本年度末資金残高は44百万円となり、さらに、歳計外現金を加えた本年度末現金預金残高は、50百万円となりました。


３．全体会計及び連結会計財務書類

(1) 貸借対照表
1 概要
[image: ]

貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計等が12,418百万円、全体会計が13,863百万円、連結会計が14,425百万円となりました。特に、有形固定資産をみると、全体会計が11,604百万円で一般会計等の10,238百万円と比べて1,366百万円大きくなっています。これは、全体会計では簡易水道事業特別会計（1,366百万円）の有形固定資産を有しているためです。
負債合計では、一般会計等が2,178百万円、全体会計が2,837百万円、連結会計が3,074百万円となりました。特に、地方債等合計（地方債等及び1年内償還予定地方債等）をみると、全体会計が2,407百万円で一般会計等の1,784百万円と比べて623百万円大きくなっています。これは、全体会計では簡易水道事業特別会計（623百万円)で地方債等を有しているためです。

2 住民一人当たり
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住民一人当たりの貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計等が428万4千円、全体会計が478万円2千円、連結会計が497万6千円となりました。
負債合計では、一般会計等が75万1千円、全体会計が97万9千円、連結会計が106万円となり、純資産合計では、一般会計等が353万2千円、全体会計が380万3千円、連結会計が391万6千円となりました。


(2) 行政コスト計算書
1 概要

[image: ]

行政コスト計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一般会計等が2,194百万円、全体会計が3,078百万円、連結会計が4,337百万円となりました。特に、移転費用をみると、全体会計では、簡易水道事業特別会計（477百万円）、介護保険特別会計（421百万円）で多額の費用を計上しているため、一般会計等に比べて979百万円大きくなっています。
[bookmark: _Hlk514076489]経常収益では、一般会計等が70百万円、全体会計が120百万円、連結会計が902百万円となっています。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、簡易水道事業特別会計（49百万円）で多額の収益が計上されているため、一般会計等に比べて50百万円大きくなっています。また、連結会計が全体会計と比べて大きくなっているのは、㈱蓬田紳装（736百万円）、よもぎたアシスト㈱（44百万円）で多額の経常収益を計上しているためです。。
純行政コストでは、一般会計等が2,115百万円、全体会計が2,943百万円、連結会計が3,421百万円となりました。


2 住民一人当たり
[image: ]

住民一人当たりの行政コスト計算書を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一般会計等が75万7千円、全体会計が106万2千円、連結会計が149万6千円となり、経常収益では、一般会計等が2万4千円、全体会計が4万2千円、連結会計が31万1千円となりました。
純行政コストでは、一般会計等が73万円、全体会計が101万5千円、連結会計が118万円となりました。


(3) 純資産変動計算書
[image: ]

純資産変動計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、税収等では、一般会計等が1,695百万円、全体会計が2,198百万円、連結会計が2,453百万円となりました。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、国民健康保険特別会計で国民健康保険料等（298百万円）、介護保険特別会計で介護保険料等（198百万円）が計上されているためです。また、連結会計が全体会計と比べて大きくなっているのは、青森県後期高齢者医療広域連合（252百万円）が計上されているためです。
本年度末純資産残高では、一般会計等が10,240百万円、全体会計が11,026百万円、連結会計が11,352百万円となりました。


(4) 資金収支計算書
[image: ]

資金収支計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、本年度資金収支額では、一般会計等が24百万円、全体会計が45百万円、連結会計が75百万円となり、本年度末現金預金残高では、一般会計等が50百万円、全体会計が72百万円、連結会計が172百万円となりました。
1
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image3.emf
一般会計等貸借対照表 (平成29年3月31日現在　単位:百万円)

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 11,162固定負債 1,986

有形固定資産 10,238 地方債 1,624

無形固定資産 - 退職手当引当金 362

投資その他の資産 923 その他 -

流動資産 1,256流動負債 193

現金預金 50 1年内償還予定地方債 160

基金 1,202 賞与等引当金 26

未収金等 4 その他 6

負債合計 2,178

純資産合計 10,240

資産合計 12,418負債・純資産合計 12,418
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有形固定資産の科目別内訳

(単位:百万円)

勘定科目 金額

事業用資産 3,763

土地 349

建物、工作物等 3,414

インフラ資産 6,421

土地 7

建物、工作物等 6,414

物品 54

合計 10,238
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等
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有形固定資産の行政目的別内訳

(単位:百万円)

行政目的別名称 金額

生活インフラ・
国土保全 6,452

教育 1,605

福祉 154

環境衛生 0

産業振興 1,921

消防 18

総務 37

合計 10,238

生活インフラ・

国土保全

6,452

63.3%

教育

1,605

15.8%

福祉

154

1.5%

環境衛生

0
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37
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一般会計等貸借対照表の経年比較 (単位:百万円)

平成28年度 開始時 増減

固定資産 11,162 11,439 △ 278

有形固定資産 10,238 10,489 △ 250

無形固定資産 - - -

投資その他の資産 923 951 △ 28

流動資産 1,256 1,077 180

現金預金 50 25 25

基金 1,202 1,047 155

未収金等 4 5 0

資産合計 12,418 12,516 △ 98

固定負債 1,986 2,118 △ 132

地方債 1,624 1,695 △ 71

退職手当引当金 362 423 △ 61

その他 - - -

流動負債 193 215 △ 22

1年内償還予定地方債 160 180 △ 20

賞与等引当金 26 29 △ 3

その他 6 6 1

負債合計 2,178 2,333 △ 155

純資産合計 10,240 10,183 56

負債・純資産合計 12,418 12,516 △ 98
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有形固定資産の経年比較

(単位:百万円)

増減の内訳

平成28年度 開始時 増減 新規取得等 減価償却 その他

有形固定資産 10,238  10,489  △ 250  247  △ 496  △ 1 

事業用資産 3,763  3,787  △ 24  159  △ 182  △ 1 

土地 349  350  △ 1  - - △ 1 

立木竹 489  489  - - - -

建物 2,839  2,854  △ 15  159  △ 174  -

工作物 86  94  △ 8  - △ 8  -

船舶 - - - - - -

浮標等 - - - - - -

航空機 - - - - - -

その他 - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - -

インフラ資産 6,421  6,670  △ 249  56  △ 305  -

土地 7  0  7  7  - 0 

建物 - - - - - -

工作物 6,365  6,670  △ 305  - △ 305  0 

その他 - - - - - -

建設仮勘定 49  - 49  49  - -

物品 54  31  23  32  △ 9  0 


image8.emf
住民一人当たりの一般会計等貸借対照表 (平成29年3月31日現在　単位:千円)

固定資産 3,850固定負債 685

有形固定資産 3,532 地方債 560

無形固定資産 - 退職手当引当金 125

投資その他の資産 318 その他 -

流動資産 433流動負債 66

現金預金 17 1年内償還予定地方債 55

基金 415 賞与等引当金 9

未収金等 2 その他 2

負債合計 751

純資産合計 3,532

資産合計 4,284負債・純資産合計 4,284
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一般会計等行政コスト計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

経常費用 2,194 100.0%

業務費用 1,324 60.3%

人件費 370 16.9%

物件費等 939 42.8%

その他の業務費用 15 0.7%

移転費用 871 39.7%

補助金等 413 18.8%

社会保障給付 162 7.4%

他会計への繰出金 283 12.9%

その他 13 0.6%

経常収益 70 100.0%

使用料及び手数料 24 34.3%

その他 46 65.7%

純経常行政コスト 2,125

臨時損失 1

臨時利益 11

純行政コスト 2,115
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人件費
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住民一人当たりの一般会計等行政コスト計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：千円)

経常費用 757

業務費用 457

人件費 128

物件費等 324

その他の業務費用 5

移転費用 300

補助金等 143

社会保障給付 56

他会計への繰出金 97

その他 5

経常収益 24

使用料及び手数料 8

その他 16

純経常行政コスト 733

臨時損失 0

臨時利益 4

純行政コスト 730
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一般会計等純資産変動計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

前年度末純資産残高 10,183

純行政コスト（△） △ 2,115

財源 2,171

税収等 1,695

国県等補助金 476

本年度差額 56

固定資産等の変動（内部変動） -

資産評価差額 0

無償所管換等 -

その他 -

本年度純資産変動額 56

本年度末純資産残高 10,240
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固定資産等の変動(内部変動)の内訳

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

固定資産等形成分 余剰分(不足分)

固定資産等の変動(内部変動) △ 219 219

有形固定資産等の増加 151 △ 151

有形固定資産等の減少 △ 497 497

貸付金・基金等の増加 155 △ 155

貸付金・基金等の減少 △ 28 28
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一般会計等資金収支計算書 (自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

業務支出 1,762 財務活動支出 167

業務費用支出 891 地方債償還支出 167

移転費用支出 871 その他の支出 -

業務収入 2,242 財務活動収入 76

税収等収入 1,697 地方債発行収入 76

国県等補助金収入 476 その他の収入 -

使用料及び手数料収入 23 財務活動収支 △ 91

その他の収入 46 本年度資金収支額 24

臨時支出 - 前年度末資金残高 19

臨時収入 - 本年度末資金残高 44

業務活動収支 480

投資活動支出 514 前年度末歳計外現金残高 6

公共施設等整備費支出 247 本年度歳計外現金増減額 1

基金積立金支出 256 本年度末歳計外現金残高 6

その他の投資活動支出 11 本年度末現金預金残高 50

投資活動収入 150

国県等補助金収入 -

基金取崩収入 128

その他の投資活動収入 22

投資活動収支 △ 365
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一般会計等、全体、連結貸借対照表 (平成29年3月31日現在　単位:百万円)

一般会計等 全体 連結

【資産の部】

固定資産 11,162 12,575 12,928

有形固定資産 10,238 11,604 11,867

無形固定資産 - - 1

投資その他の資産 923 971 1,061

流動資産 1,256 1,288 1,498

現金預金 50 72 172

基金 1,202 1,204 1,216

未収金等 4 12 110

繰延資産 - - -

資産合計 12,418 13,863 14,425

【負債の部】

固定負債 1,986 2,584 2,716

地方債等 1,624 2,191 2,272

退職手当引当金 362 393 432

その他 - - 12

流動負債 193 253 358

1年内償還予定地方債等 160 216 229

賞与等引当金 26 31 44

その他 6 6 85

負債合計 2,178 2,837 3,074

純資産合計 10,240 11,026 11,352

負債・純資産合計 12,418 13,863 14,425
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住民一人当たりの一般会計等、全体、連結貸借対照表

(平成29年3月31日現在　単位:千円)

一般会計等 全体 連結

固定資産 3,850 4,338 4,459

有形固定資産 3,532 4,003 4,093

無形固定資産 - - 0

投資その他の資産 318 335 366

流動資産 433 444 517

現金預金 17 25 59

基金 415 415 420

未収金等 2 4 38

繰延資産 - - -

資産合計 4,284 4,782 4,976

固定負債 685 891 937

地方債 560 756 784

退職手当引当金 125 135 149

その他 - - 4

流動負債 66 87 123

1年内償還予定地方債 55 74 79

賞与等引当金 9 11 15

その他 2 2 29

負債合計 751 979 1,060

純資産合計 3,532 3,803 3,916

負債・純資産合計 4,284 4,782 4,976
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一般会計等、全体、連結行政コスト計算書 (自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 構成比 全体 構成比 連結 構成比

経常費用 2,194 100.0% 3,078 100.0% 4,337 100.0%

業務費用 1,324 60.3% 1,510 49.1% 2,435 56.1%

人件費 370 16.9% 429 13.9% 1,041 24.0%

物件費等 939 42.8% 1,047 34.0% 1,286 29.7%

その他の業務費用 15 0.7% 33 1.1% 108 2.5%

移転費用 871 39.7% 1,568 50.9% 1,902 43.9%

補助金等 413 18.8% 1,392 45.2% 1,277 29.4%

社会保障給付 162 7.4% 162 5.3% 611 14.1%

他会計への繰出金 283 12.9% - - - -

その他 13 0.6% 14 0.5% 14 0.3%

経常収益 70 100.0% 120 100.0% 902 100.0%

使用料及び手数料 24 34.3% 73 60.8% 74 8.2%

その他 46 65.7% 48 40.0% 828 91.8%

純経常行政コスト 2,125 2,958 3,436

臨時損失 1 0 0

臨時利益 11 14 14

純行政コスト 2,115 2,943 3,421
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住民一人当たりの一般会計等、全体、連結行政コスト計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：千円)

一般会計等 全体 連結

経常費用 757 1,062 1,496

業務費用 457 521 840

人件費 128 148 359

物件費等 324 361 444

その他の業務費用 5 11 37

移転費用 300 541 656

補助金等 143 480 440

社会保障給付 56 56 211

他会計への繰出金 97 - -

その他 5 5 5

経常収益 24 42 311

使用料及び手数料 8 25 25

その他 16 17 286

純経常行政コスト 733 1,020 1,185

臨時損失 0 0 0

臨時利益 4 5 5

純行政コスト 730 1,015 1,180
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一般会計等、全体、連結純資産変動計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 10,183 10,983 11,334

純行政コスト（△） △ 2,115 △ 2,943 △ 3,421

財源 2,171 2,987 3,450

税収等 1,695 2,198 2,453

国県等補助金 476 788 997

本年度差額 56 43 29

固定資産等の変動（内部変動） - - -

資産評価差額 0 0 0

無償所管換等 - - -

他団体出資等分の増加 - - -

他団体出資等分の減少 - - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - -

その他 - - △ 11

本年度純資産変動額 56 43 18

本年度末純資産残高 10,240 11,026 11,352
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一般会計等、全体、連結資金収支計算書

(自平成28年4月1日　至平成29年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

業務支出 1,762 2,571 3,742

業務費用支出 891 1,003 1,840

移転費用支出 871 1,568 1,902

業務収入 2,242 3,112 4,339

税収等収入 1,697 2,202 2,454

国県等補助金収入 476 788 997

使用料及び手数料収入 23 73 75

その他の収入 46 48 814

臨時支出 - - -

臨時収入 - - 0

業務活動収支 480 540 597

投資活動支出 514 514 539

公共施設等整備費支出 247 247 277

基金積立金支出 256 256 260

その他の投資活動支出 11 11 2

投資活動収入 150 165 161

国県等補助金収入 - - -

基金取崩収入 128 139 145

その他の投資活動収入 22 26 16

投資活動収支 △ 365 △ 349 △ 378

財務活動支出 167 222 225

地方債償還支出 167 222 226

その他の支出 - - △ 1

財務活動収入 76 76 80

地方債発行収入 76 76 80

その他の収入 - - -

財務活動収支 △ 91 △ 147 △ 145

本年度資金収支額 24 45 75

前年度末資金残高 19 21 91

比例連結割合変更に伴う差額 - - -

本年度末資金残高 44 66 165

前年度末歳計外現金残高 6 6 6

本年度歳計外現金増減額 1 1 1

本年度末歳計外現金残高 6 6 7

本年度末現金預金残高 50 72 172
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連結会計

全体会計

一般会計等

・一般会計 ・青森県市町村総合事務組合

・学校給食センター特別会計 ・青森県市町村職員退職手当組合

・国民健康保険特別会計 ・青森県後期高齢者医療広域連合

・介護保険特別会計 ・青森県交通災害共済

・後期高齢者医療特別会計 ・青森地域広域事務組合

・簡易水道事業特別会計 ・後期高齢者医療広域連合

・宅地造成事業特別会計 ・よもぎたアシスト株式会社

・株式会社蓬田紳装


